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地域福祉計画評価の指標開発
―主観的健康感へのソーシャル・キャピタルと社会経済的地位の関連―

Ⅰ．はじめに
　市町村を基盤とした地域福祉の推進を図ってい
くための手段として、地域福祉計画が位置づけら
れ、各自治体において地域福祉計画の策定・推進
がなされている。地域福祉を推進していく上で、
根拠に基づく政策（evidence-based	policy）や根
拠に基づく実践（evidence-based	practice）が求
められているが、これまでの社会福祉・地域福祉
の政策や実践は、必ずしも十分な科学的根拠に基
づいて行われてきたわけではないことが指摘され
ており1）-3）、政策や実践における根拠の科学性を
高めていくことが重要な課題となっている。地域
福祉計画に関する先行研究をみても、計画の評価
に関する研究が今後の課題4）となっており、地域
福祉計画評価の方法論の確立にむけた研究の蓄積
が求められている。特に、「市町村行政にとって
地域福祉計画の必要性や有用性は、依然として明
確になっているわけではない」現状5）を克服して
いくことの必要性が指摘されており、地域福祉計
画の成果（アウトカム）の可視化にむけた指標を
開発していくことが課題の一つとなっている。
　このような背景のもと、地域社会に影響を与え
る社会環境要因の一つとして、ソーシャル・キャ
ピタルが注目されている6）。ソーシャル・キャピ
タルの定義や測定指標については、研究の文脈に
よって異なっており、必ずしも定まっていないが、
一般的には、「調整された諸活動を活発にするこ
とによって社会の効率性を改善できる、信頼、規
範、ネットワークといった、社会組織の特徴」7）

と定義され、社会関係資本と訳される。ソーシャ
ル・キャピタルに関する研究は様々な学問領域で
取り組まれているが、近年、ソーシャル・キャピ
タルと健康との間に関連がみられることを実証す
る研究が多く報告されている8）-12）。つまり、因果
関係を明示するまでには至っていないが、ソー
シャル・キャピタルに関する研究において健康分

野は最も実証研究が進んでいる分野の一つと指摘
されるように13）、ソーシャル・キャピタルの豊か
さが地域住民の健康に寄与することが示唆されて
おり、ソーシャル・キャピタルを活用することに
より、地域住民の「健康」という観点から定量的
な地域診断が行える可能性がある。さらに、ソー
シャル・キャピタルから健康への影響経路が解明
され、ソーシャル・キャピタルを豊かにすること
によって住民の健康水準を高めることにつながる
という因果関係が実証されると、地域社会におけ
る介護予防・健康政策への適用も期待される。ま
た、所得や学歴などの社会経済的地位が健康に影
響を与えることが国内外の先行研究において明ら
かにされており、日本においても社会階層間にお
ける健康格差という文脈で研究が進められてい
る14）。特に、所得格差の拡大が健康に悪影響を及
ぼすとする「相対所得仮説」15）への関心が高まり、
所得と健康との関連についての実証研究が国内外
で行われている16）-18）。しかし、この仮説の検証は
まだ十分にされておらず、今後の研究課題の一つ
となっている19）。
　また、住民の幸福（well-being）を基軸にして、
住民の幸福を尺度にした地域社会の実現を目指す
取り組みが広がっている。具体的には、地域社
会の幸福度を測る指標を開発し、地域社会の幸
福度を可視化した上で、その幸福度を最大化し
ていこうとする取り組みである20）。国際的には、
ブータン王国が提唱したGNH（Gross	National	
Happiness：国民総幸福量）指標に基づき、国民
の幸福を高めていく政策が知られている。日本に
おいても、国政レベルにおいて、2013年12月に内
閣府「幸福度に関する研究会報告―幸福度指標試
案―」が示され、また、地方自治体レベルにおい
ては、2013年6月に「住民の幸福実感向上を目指
す基礎自治体連合（通称：幸せリーグ）」21）が結
成される等、住民の幸福に焦点をあてて幸福度の
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数値化を図り、政策形成に反映させていくという、
住民の幸福を基軸にした地域社会づくりが重視さ
れるようになってきている22）。ただし、幸福度指
標の構成要素や測定方法は様々であり、幸福度の
評価方法を確立していくための検証を蓄積してい
くことが必要である。
　これらをふまえて本研究では、地域福祉計画の
評価指標の開発にむけた基礎的分析として、A市
における調査データを基に、ソーシャル・キャピ
タルと社会経済的地位（所得・学歴）を取り上げ、
それらと身体的・精神的健康度や幸福度との関連
を明らかにすることを目的とする。今回の分析で
は、健康の指標として、国内外の多くの先行研
究において生命予後や日常生活動作能力（ADL）
予後の予測妥当性が示されている23）「主観的健康
感」に焦点をあてて検証する。

Ⅱ．方法
⑴　調査対象
　本研究で用いるデータは、A市第2次地域福祉
計画策定にむけて実施されたアンケート調査であ
る。具体的には、住民基本台帳より無作為抽出さ
れた18歳以上の男女6,000人を対象として（地区
別に抽出人口を算出）、2012年8月に市役所を通じ
た郵送配布回収調査を行った。回収数は2,316票

（回収率38.6％）であった。A市の概要は以下の通
りである。人口約3万人の地方都市で、約10,000
世帯、高齢化率約26.0％、9小学校区、3中学校区

（2010年国勢調査）。

⑵　調査項目
　幸福度、主観的健康感、精神的疲労・ストレス
の程度について調査項目を設け、それぞれの項目
についてソーシャル・キャピタル、回答者の所得
および最終学歴との関係を検討した。ソーシャル・
キャピタルの定義や測定指標については統一され
ていないため、先行研究をふまえ24）-26）、本研究では、
ソーシャル・キャピタルの主な構成要素とされて
いる「信頼」「ネットワーク」に焦点をあてて分
析を行った。幸福度については11段階、主観的健
康感については3段階、精神的疲労・ストレスに
ついては5段階で評定を求めた。評定値が大きい
ほど、幸福度が高いこと、主観的な健康度が悪い

こと、精神的疲労・ストレスが高いことを意味し
ている。

Ⅲ．結果
⑴　アンケート回答者の基本属性
　アンケート調査の回答者の性別は男性が1,010
名、女性が1,283名、未記入が23名であった。年
齢別の回答者の分布は図1の通りである。50 ～ 70
代からの回答が多かった。
	

　また、最終学歴別の回答者の分布を図2に示し
た。男女とも新学制での高校が最終学歴として最
も多く、中学校、大学、高専・短大がそれについ
で多くなっていた。

⑵　ソーシャル・キャピタルと主観的健康感との関連
　ソーシャル・キャピタルの１要素である「信頼」
と主観的健康感の関連について検討した。人々へ
の一般的な信頼感については5段階（1から5）、主
観的健康感については3段階（1から3）で評定し、
数値が小さいほど信頼感が高いこと、主観的な健
康状態が良いことを意味する。調査の結果、一般

図 1　年齢別の回答者の分布

図 2　最終学歴別の回答者の分布
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的な信頼感が高いほど、主観的健康感も良くなる
傾向にある（評定値が小さくなる）ことが明らか
になった（表１）。信頼の程度によって幸福度、
主観的健康感、および精神的疲労・ストレスに相
違があるか検討するため、信頼度を3段階に分け

（評定値を1、2と回答したものを「信頼あり」、3
と回答したものを「どちらとも言えない」、4、5
と回答したものを「信頼なし」）比較し、信頼度
を要因とする一要因の分散分析を行った（図3）。 一般的な信頼が高い「信頼あり」と回答したもの

は、「信頼なし」と回答したものよりも幸福度も
高く（F2,1835	=	52.81,	p	<	.01）、主観的に健康であ
り（F2,1831	=	5.85,	p	<	.01）、精神的疲労・ストレス
も少ない（F2,1834	=	26.48,	p	<	.01）ことが明らかに
なった。また、構成要素の「ネットワーク」と主
観的健康感について、近隣住民とのつきあいの程
度を指標とし健康との関連を検討した。しかし、
近隣住民とのつながりと幸福度、主観的健康感、
精神的疲労・ストレスとの間には明確な関係性は
認められなかった（表2）。

⑶　所得（世帯収入）と主観的健康感との関連
　現在の生活に対する幸福度と主観的健康感の両
者に対して、所得との関連を検討した（図4）。幸
福度については、0から10の11段階で評定し、値
が大きいほど幸福度が高いことを意味する。所得
別に評定の平均値を求めたところ、所得が多くな
るほど現在の生活に対する幸福度が高くなること
が明らかになった。所得が800 ～ 900万、2000万
以上の回答者は主観的健康感を悪く評定していた

（評定値が高い）が、全体的な傾向としては所得
が多くなるほど、主観的健康感も良くなる傾向（評
定値が低い）にあった。

表１　信頼と主観的健康感の関係

図 3　信頼の程度と幸福度、主観的健康感、精神的疲労・
ストレスとの関係（* : p < .05）

表 2　近隣住民とのつきあいの程度と幸福度、主観的健康
感、精神的疲労・ストレスとの関係

注：表中のカッコ内の数値は標準偏差を示す

図 4　所得別の現在の生活に対する幸福度と主観的健康感
の関係
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　また、これらについて男女別に比較すると、幸
福感については性別に関係なく年収が高くなる
と、幸福感が高くなる傾向にあり、年収に関係な
く女性の方が男性よりも幸福感が高い傾向にあっ
た。主観的健康感については男女関係なく年収の
増加に伴い、数値が低くなり健康であると感じて
いる傾向にあった。男性、女性での差はあまりみ
られないが、800万以上の高収入の人たちでは男
性の方が女性よりも健康度が低い（評定値が大き
い）傾向にあった（図5）。

⑷　学歴と主観的健康感との関連
　最終学歴と主観的健康感との関連について新学
制の中学校、高等学校、高専・短期大学、大卒以
上（大学・大学院）を最終学歴と回答した者を対
象に男女別に分析した。
　幸福度については最終学歴による差は認められ
ず（F3,1792	=	1.14,	n.s.）、性別による差が認められ

（F1,1792	=	12.61,	p	<	.01）、女性の方が男性よりも幸
福度が高かった（図6）。

　最終学歴によって主観的健康感に差が存在し
（F3,1801	=	11.68,	p	<	.01）、高専・短大と大卒以上と
の間以外に有意差が存在し、学歴が長くなるほど
主観的な健康度が高くなっていたが、それらに性
差は認められなかった（F1,1801	=	0.66,	n.s.）（図7）。

　精神的疲労・ストレスについて性差（F1,1797	=	
10.69,	p	<	.01）、および最終学歴による差（F3,1797	
=	10.20,	p	<	.01）が認められた。女性の方が男性
よりも評定値が高く、最終学歴が中学校とその他
の場合との間で有意差があった（図8）。

Ⅳ．考察
⑴　ソーシャル・キャピタルと主観的健康感との
関連

　一般的な信頼感が高くなるほど、主観的な健康
感も良くなる傾向が認められ、ソーシャル・キャ
ピタルの１構成要素である「信頼」が健康と関連
していることが明らかになった。一方で、近隣住
民とのつきあいの程度を指標とする基礎的なレベ

図 5　所得別の現在の生活に対する幸福度と主観的健康感
の関係（男女別）

図 6　最終学歴別の幸福度（男女別）

図 7　最終学歴別の主観的健康感（男女別）

図 8　最終学歴別の精神的疲労・ストレス（男女別）
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ルの分析では、「ネットワーク」と健康との関連
は不明であった。ただし、先行研究において、地
域諸特性がソーシャル・キャピタルに影響を与え
る可能性が示され、地域レベルでのソーシャル・
キャピタルに関する研究を進めていく必要性が指
摘されている27）-28）。また、地域組織への参加と
健康には関連がみられること、ボランティアやス
ポーツ、趣味の会などの水平型組織と町内会・自
治会などの垂直型組織といった参加組織の種類に
よって違いがみられることが報告されている29）-31）。
今後、「信頼」「ネットワーク」と健康との関連に
ついてさらなる分析が求められる。

⑵　所得（世帯収入）と主観的健康感との関連
　所得が多いほど、幸福感が高く、主観的な健康
度も高く評定される傾向にあることがわかった。
これらは、所得の多寡が抑うつ傾向の多寡と関連
しているという報告32）と同様に所得の格差が個
人の幸福感や主観的な健康感にも影響しているこ
とを示している。なお、先行研究では、「経済格
差の大小という地域特性」によって幸福感に及ぼ
す影響が異なる可能性があること33）、客観的な所
得水準だけでなく主観的な経済的不安が主観的健
康感に影響をもたらす可能性があること34）も示
されており、今後の検討課題である。また、本調
査では世帯収入を所得としているため、世帯人員
数を考慮して分析をする必要がある。

⑶　学歴と主観的健康感との関連
　学歴が長くなるほど、主観的な健康度は高くな
るが、精神的疲労・ストレスも高くなる傾向が認
められた。幸福度については男性よりも女性の方
が高いが、一方で精神的疲労やストレスについて
は大卒よりも短い学歴の場合に女性の方が高くな
ることが明らかになった。先行研究において、教
育年数が長い層で主観的健康感が良いと報告され
ており35）-36）、それらを支持する結果となった。精
神的疲労・ストレスに関しては、職業階層や就業
状態による健康への影響が先行研究で指摘されて
おり37）、それらの要因が関連している可能性が考
えられる。

Ⅴ．おわりに
　本研究では、地域福祉計画の評価指標の開発に
むけた基礎的分析として、A市における調査デー
タを基に、ソーシャル・キャピタルと社会経済的
地位（所得・学歴）を取り上げ、それらと主観的
健康感との関連を検証した。
　その結果、以下の3点の知見が得られた。①ソー
シャル・キャピタルの構成要素である「信頼」が
健康と関連していること。②所得が多いほど、幸
福感が高く、主観的な健康度も高く評定される傾
向にあり、所得の格差が個人の幸福感や主観的な
健康感にも影響している可能性が示唆されたこ
と。③学歴が長くなるほど、主観的な健康度は高
くなるが、精神的疲労・ストレスも高くなる傾向
にあること。
　今後の課題として、ソーシャル・キャピタルと
主観的健康感の関連について、若年層や高齢層と
いった年代別の比較、他地域との比較などについ
て、さらなる詳細な分析を進めていくことが必要
である。また、本研究は横断分析にとどまってい
る。今後、地域介入研究に取り組み、因果関係を
解明していくことが求められる。
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　本研究では、地域福祉計画の評価指標の開発にむけた基礎的分析として、A市にお
ける調査データを基に、ソーシャル・キャピタルと社会経済的地位（所得・学歴）を
取り上げ、それらと身体的・精神的健康度や幸福度との関連を明らかにすることを目
的とする。今回の分析では、健康の指標として、国内外の多くの先行研究において生
命予後や日常生活動作能力（ADL）予後の予測妥当性が示されている「主観的健康感」
に焦点をあてて検証した。
　その結果、以下の3点の知見が得られた。①ソーシャル・キャピタルの構成要素で
ある「信頼」が健康と関連していること。②所得が多いほど、幸福感が高く、主観的
な健康度も高く評定される傾向にあり、所得の格差が個人の幸福感や主観的な健康感
にも影響している可能性が示唆されたこと。③学歴が長くなるほど、主観的な健康度
は高くなるが、精神的疲労・ストレスも高くなる傾向にあること。

キーワード：地域福祉計画評価,　ソーシャル・キャピタル，社会経済的地位（所得・学歴），
　　　　　　主観的健康感，幸福度


